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Ｂ Ｇ
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国庫補助額 交付金
充当額

起債額
その他
一般財源

1 16 単

水道事業会
計補助（上水
道基本料金
減免事業）

企画経営課
(給排水相談課)

①コロナ禍における原油価格・物価高騰に直面する市民
及び事業者(官公署除く)の経済的な負担軽減を図るた
め，水道料金の基本料金4か月分を免除する。
②一般会計から水道事業会計に繰り出し，水道料金の
基本料金4か月分の免除に係る費用を交付対象経費とす
る。
③八千代市水道事業会計，市民及び事業者(官公署除く)

R4.8.29 R5.3.31 392,387,424 392,387,424 - 292,551,000 - 99,836,424 -                   
水道料金軽減支援事業費補助金　392,387,424
円

基本料金減免件数
　10月調定分　48,838件
　11月調定分　47,151件
　12月調定分　48,897件
　1月調定分　47,113件

コロナ禍における物価高騰の影響を受ける
市民及び事業者に対し，4か月分の水道基
本料金を免除することで，経済的な負担軽
減に寄与した。

2 10 単

高齢者新型コ
ロナウイルス
感染症検査
助成事業

長寿支援課

①介護施設等に入所する者にＰＣＲ検査費用を助成し，
入所前検査を促進することで，施設内における新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大を防止する。
②助成金
③市内に住民登録のある６５歳以上の者で、介護施設等
に入所するにあたりＰＣＲ検査を受検する者。

R4.4.1 R5.3.31 538,000 538,000 - 518,000 - 20,000 -                   
新型コロナウイルス感染症に係るＰＣＲ検査経費
助成金　538,000円

助成人数　28人（20,000円×21人,19,000円
×1人,16,500円×6人）

介護施設入所者又は職員の新型コロナウ
イルスへの感染リスクの軽減が図られた。

3 19 単

介護サービス
事業所等物
価高騰対策
支援事業

長寿支援課

①コロナ禍においてエネルギー価格等の物価高騰の影
響を受ける事業者の負担を軽減することを目的に，市内
で介護サービスを提供する施設を対象に支援金を支給
する。
②物価高騰対策支援金
③市内に所在し，基準日において運営を継続している対
象事業所の事業者

R4.11.3 R5.2.28 24,168,351 24,168,351 - 24,168,351 - - -                   
介護サービス事業所等物価高騰対策支援金
24,150,000円
事業に係る通信運搬費　18,351円

支援事業所数　261事業所
　訪問系：50,000円×143事業所
　通所系：100,000円×67事業所
　入所系（定員50人未満）100,000円×38事
業所
　入所系（定員50人以上）500,000円×13事
業所

物価高騰により経営への影響が懸念される
市内の介護サービス事業所の負担を軽減
したことにより，安定的な介護サービスの提
供に寄与した。

4 20 単

障害福祉サー
ビス事業所等
物価高騰対
策支援事業

障害者支援課

①コロナ禍においてエネルギー価格等の物価高騰の影
響を受ける事業者の負担を軽減することを目的に，市内
で障害福祉サービスを提供する施設を対象に支援金を
支給する。
②物価高騰対策支援金
③市内に所在し，基準日において運営を継続している対
象事業所の事業者

R4.11.3 R5.1.31 13,009,688 13,009,688 - 13,009,688 - - -                   

障害福祉サービス事業所等物価高騰対策支援
金
13,000,000円
事業に係る通信運搬費　9,688円

支援事業所数　142事業所
　訪問系：50,000円× 32事業所
　通所系：100,000円×108事業所
　入所系：300,000円× 2事業所

物価高騰により経営への影響が懸念される
市内の障害福祉サービス事業所等の負担
を軽減したことにより，安定的な障害福祉
サービスの提供に寄与した。

5 13 単

学校給食費
等負担軽減
支援事業(児
童発達支援セ
ンター)

児童発達支援センター

①コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対
策」として，高騰する食材費の増額分の保護者負担を増
やすことなく，これまで通りの栄養バランスや量を保った
給食を提供する。
②食材費高騰分の賄材料費
③児童発達支援センター，保護者（ただし職員は除く)

R4.7.1 R5.3.31 350,911 350,911 - 350,000 - 911 -                   
食材費高騰分の賄材料費（ただし教職員分は除
く）
350,911円

食材費高騰分の保護者負担転嫁額：0円

物価が高騰し，家計への負担が増大してい
るなかで，保護者負担を増やすことなく，こ
れまで通りの栄養バランスや量を保った給
食を提供した。

6 24 補
疾病予防対
策事業費等
補助金

健康づくり課

①風しんの発生及びまん延を予防するための早急な対
策として，該当世代の男性が風しんの抗体を持っている
割合を上昇させる必要があることから，抗体検査及び定
期接種を実施する。
②令和４年度緊急風しん抗体検査等事業費
③国が進める風しん抗体検査及び予防接種法第5条第1
項の規定に基づく風しん第5期の定期予防接種対象者

R4.4.1 R5.3.31 11,067,875 11,067,875 5,533,000 5,534,875 - - -                   

令和４年度緊急風しん抗体検査委託料5,748,391
円
令和４年度風しん第5期対応業務委託料
3,687,200円
クーポン郵送代1,334,984円
抗体検査データ処理手数料297,300円

風しんクーポン券作成及び発送21,532件
風しん抗体検査991件

風しんの発生及びまん延を予防するための
早急な対策として，風しん抗体の保有率が
他の世代に比べて低い男性に対して抗体
検査を実施し，定期接種実施を推進した。

7 25 補

子ども・子育
て支援交付金
（感染症対策
支援・学童保
育）

子育て支援課

①新型コロナウイルス感染症対策を徹底し，地域子ども・
子育て支援事業を継続的に実施するため，感染症対策
に必要な衛生用品及び備品の購入等を行う。
②感染症対策に関する手当，物品購入費(マスク・消毒
液・ビニール手袋等)，感染症対策に必要な簡易な改修
経費
③学童保育所運営事業者
※F欄は県補助金を含む

R4.4.1 R5.3.31 11,616,457 11,616,457 3,872,000 3,872,457 - 3,872,000 -                   

・人件費（手当，賃金等）　1,460,000円
・物品購入支援　293,947円
・備品等購入費　8,959,458円
・感染症対策のための改修　903,052円

小学校の学校閉鎖に伴い，学童保育所を
閉所することはあったが，学童保育所内で
の感染拡大を理由とした閉所はない。

衛生用品を適正に使用することができた。
学童保育所内で集団感染は発生していな
い。

8 26 補

保育対策総
合支援事業
費補助金（保
育所等改修
費等支援事
業）

子育て支援課

（保育所等改修費等支援事業）
①待機児童の多い1・2歳児の保育需要に対応するため，
賃貸物件の改修整備費を補助し，小規模保育事業所の
整備を行う。
②賃貸による小規模保育事業所の整備を行う事業者の
工事費，賃借料，備品購入費等に対する補助金
③小規模保育事業所設置運営事業者

R4.4.1 R5.3.31 147,514,000 147,514,000 131,121,000 16,393,000 - - -                   
小規模保育事業所７施設の開設に係る整備費等
の補助金
147,514,000円

待機児童が特に多い１，２歳児の受入れを
行う小規模保育事業所７施設を整備したこ
とにより，１３３人分の受入枠を確保し，令
和５年４月１日に開所した。

国基準待機児童数について，令和４年４月
１日時点で１１９人であったが，令和５年４月
１日時点で４５人に減少した。

9 14 単

学校給食費
等負担軽減
支援事業(保
育園・幼稚園)

子ども保育課

①コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対
策」として，給食提供を受けている未就学児が在園してい
る施設に対し，食材費高騰分を補助し，これまで通りの栄
養バランスや量を保った給食の提供を促す。
②食材費高騰分の賄材料費または補助費
③公立保育園，民間保育園，幼稚園，保護者（ただし教
職員は除く)

R4.7.1 R5.3.31 7,462,166 7,462,166 - 7,462,000 - 166 -                   

公立保育所　3,259千円
民間保育所　3,263千円
認定こども園 436千円
小規模保育事業所　259千円
認可外保育所　242千円

食材費高騰分の保護者負担転嫁額：０円
　公立保育所　8施設
　民間保育所　13施設
　認定こども園　2施設
　小規模保育事業所　5施設
　認可外保育所　2施設

食材費の高騰があった30施設に対し，食材
費高騰分を補助し，保護者負担の増を抑え
ることができた。

10 21 単
保育施設等
物価高騰対
策支援事業

子ども保育課

①コロナ禍においてエネルギー価格等の物価高騰の影
響を受ける事業者の負担を軽減することを目的に，未就
学児が在園している施設に対し，エネルギー価格高騰分
を支援する。
②物価高騰対策支援金
③民間保育園，幼稚園等

R4.11.4 R5.3.31 20,150,000 20,150,000 - 20,150,000 - - -                   

民間保育所　8,850千円
認定こども園　4,350千円
小規模保育事業所　550千円
幼稚園　4,050千円
認可外保育所　2,350千円

民間保育所　23施設
認定こども園　9施設
小規模保育事業所　6施設
幼稚園　10施設
認可外保育所　21施設

交付申請があった69施設に対し，エネル
ギー価格高騰分を支援することで，施設経
営の安定に寄与することができた。

11 27 補

保育対策総
合支援事業
費補助金（感
染症対策支
援・民間保育
園等）

子ども保育課

（新型コロナウイルス感染症対策支援事業）
①感染症に対する強い体制を整え，継続的な保育の提
供のため，職員への手当や新型コロナウイルス感染症の
拡大防止のための備品等の購入を支援する。
②需用費，補助金
③民間認可保育所・認定こども園・小規模保育事業所29
施設，認可外保育所16施設，公立保育所8施設　合計53
施設

R4.4.1 R5.3.31 19,954,782 19,954,782 9,967,000 9,987,782 - - -                   

公立保育所　3,968千円
民間保育所　8,788千円
認定こども園　1,499千円
小規模保育事業所　1,200千円
認可外保育所　4,499千円

公立保育所　8施設
民間保育所　20施設
認定こども園　3施設
小規模保育事業所　4施設
認可外保育所　15施設

公立保育所及び交付申請があった50施設
に対し，新型コロナウイルス感染症の感染
症対策にかかる経費を補助し，安全な保育
の継続を図ることができた。

補助対象外経
費

実施
計画
No

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業に係る実施状況及び効果検証シート

No

補
助
・
単
独
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1／3



Ａ

Ｂ Ｇ

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

国庫補助額 交付金
充当額

起債額
その他
一般財源

補助対象外経
費

実施
計画
No

令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金活用事業に係る実施状況及び効果検証シート

No

補
助
・
単
独

交付対象事
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事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業
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①事業経費の内訳 ②成果（具体的な数値等を記載） ③検証（効果）

効果検証

総事業費
補助対象
事業費

12 11
12

単
キャッシュレス
決済ポイント
付与事業

商工観光課

①新型コロナウイルス感染症の影響等により，低迷して
いる地域経済の活性化及び物価の高騰による市民生活
への負担を軽減し，キャッシュレス決済による消費喚起を
促進させる。
②キャッシュレス決済ポイント付与事業に要する経費
③市内の対象店舗，施設及び市民等

R4.7.1 R5.3.31 626,103,066 626,103,066 - 626,103,066 - - -                   

キャッシュレス決済ポイント付与に係る事務費
89,170,820円
キャッシュレス決済ポイント還元原資
536,932,246円

【対象店舗数】
前期(中小企業者店舗）：1358店
後期(上記及び大規模小売店舗，コンビニエ
ンスストア，大型チェーン店等)：1766店
【経済効果（決済額）】
前期：約5億7千万円
(キャンペーン開始前月比484％増)
後期：約15億1千万円。
(キャンペーン開始前月比469％増)

キャンペーンを前期・後期と分けたこと，ま
た，キャッシュレス決済事業者をauPAY・d払
い・PayPay・楽天ペイの主要4社で実施した
ことにより，やっちご意見箱に本事業実施の
感謝の声が寄せられたほか，小規模の店
舗からは全体の売上増に繋がった，また，
多くの方が来店してくれたことにより，高い
宣伝効果があった等の報告もあり，一定の
成果はあったと考えられる。

13 17 単
貸切バス事業
者事業持続
支援事業

商工観光課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大が収束せずに
観光需要の低迷が続いていることに加え，原油価格・物
価高騰により経費が増加していることで経営に深刻な影
響を受けている貸切バス事業者の事業継続を支援する
ため，感染症の流行前と比較して，売上が３０％以上減
少している事業者に対して支援金を交付する。
②支援金
③市内貸切バス事業者

R4.9.29 R5.3.31 8,900,000 8,900,000 - 8,900,000 - - -                   

大型バス　400,000円　×　18台　＝　7,200,000円
中型バス　200,000円　×　 6台　＝　1,200,000円
小型バス　100,000円　×　24台　＝　2,400,000円
合計　　    10,800,000円

支給事業者数：４事業者

貸切バスの売上高は，市内４事業者におい
て，減少率が３０％を大きく超えていたこと
から，本支援金の支給により，事業の継続
や立て直しの一助となったと考える。
また，各事業者へアンケートを行ったとこ
ろ，効果があった旨の回答を得ている。

14 22 単
肥料・飼料費
価格高騰対
策支援事業

農政課

①コロナ禍においてエネルギー価格等の物価高騰の影
響を受ける事業者の負担を軽減することを目的に，農業
者に肥料費及び飼料費の高騰分を支援する。
②肥料費・飼料費の高騰分
③農業者

R4.11.3 R5.3.31 13,128,000 13,128,000 - 13,128,000 - - -                   
【肥料】八千代市肥料価格高騰対策事業補助金
9,413,000円
【飼料】飼料高騰緊急支援補助金　3,715,000円

【肥料】市内農家に対し，肥料費の補助を
行った。
補助件数：154件
【飼料】市内畜産農家に対し，乳牛等の頭
数に応じた補助を行った。
対象畜産農家：10戸

【肥料】肥料費の高騰に直面する市内農家
の負担を軽減したことで，営農の継続や農
地の保全等に寄与できたと考える。
【飼料】飼料価格の高騰に直面する市内畜
産農家の負担を軽減したことで，畜産経営
の継続等に寄与できたと考える。

15 23 単

農業水利施
設物価高騰
対策支援事
業

農政課

①コロナ禍においてエネルギー価格等の物価高騰の影
響を受ける事業者の負担を軽減することを目的に，土地
改良団体における農業水利施設に係る電気料金高騰分
を補助する。
②電気料金高騰分
③土地改良団体

R4.11.3 R5.3.31 2,662,000 2,662,000 - 2,662,000 - - -                   農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金
2,662,000円

土地改良団体に対し，当該団体が管理する
かんがい用の揚水機場の電気料金の補助
を行った。
対象土地改良団体：6団体

電気料金の高騰に直面する土地改良団体
の負担を軽減したことで，営農の継続や農
地の保全等に寄与できたと考える。

16 18 単
公共交通運
行継続支援
金支給事業

都市計画課

①新型コロナウイルス感染症及び原油価格高騰の影響
を受けている公共交通事業者（路線バス・タクシー）の，
安定的な運行の確保継続に対する取組を支援するた
め，支援金を交付する。
②公共交通事業者の運行継続支援金
③市内に停留所を有する路線バス事業者
　市内に本社，営業所又は自宅がある法人・個人タク
シー事業者

R4.9.29 R5.3.31 25,075,000 25,075,000 - 25,070,000 - 5,000 -                   支援金　25,075,000円

補助件数
　路線バス 7事業者
　法人タクシー 6事業者
　個人タクシー 40事業者

新型コロナウイルス感染症の影響により公
共交通の利用者が減少する中，運行を継
続する公共交通に関する事業を営む者に
対して支援を行うことで，市民生活や経済
活動を支える公共交通網の維持を図ること
が出来たと考える。

17 1 単
就学児童生
徒臨時特別
援助事業

学務課

①新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ，八千代市
準要保護認定児童生徒の保護者に対し，経済的支援を
行うことで，学校生活への経済的な影響を緩和し，就学
の援助を図る。
②児童生徒一人につき10,000円を支給する。
③令和４年度に準要保護に認定となった児童生徒の保
護者

R4.6.24 R5.3.23 11,550,000 11,550,000 - 11,550,000 - - -                   臨時特別援助金　11,550,000円
準要保護児童　746人
準要保護生徒　409人

令和4年度に認定となったすべての準要保
護児童生徒の保護者に給付金を支給する
ことができた。経済的に苦しいと感じている
準要保護児童生徒の世帯への支援により，
子どもの貧困を緩和し，学校生活を維持す
るための一助となったものと考えている。

18 2 単

修学旅行等
中止時負担
費用補助事
業

指導課

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い，修学旅
行等を中止した場合であっても負担しなければならない
費用（企画料等）に対し補助することにより，保護者の経
済的な負担軽減を図る。
②企画料等の補助に要する経費
③修学旅行等が中止となった小中義務教育学校の児童・
生徒の保護者

R4.6.24 R5.3.31 37,013 37,013 - 37,013 - - -                   修学旅行等中止時負担費用補助金　37,013円
補助件数
　修学旅行１校
　ホワイトスクール１校

修学旅行等の中止や，コロナ罹患による欠
席した場合であっても負担しなければならな
い費用（企画料等）に対し補助することによ
り，保護者の経済的な負担を軽減すること
ができた。

19 15 単

学校給食費
等負担軽減
支援事業(学
校給食)

保健体育課

①コロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対
策」として，高騰する食材費の増額分の保護者負担を増
やすことなく，学校給食摂取基準に基づく食材量，栄養価
を確保する。
②食材費高騰分の賄材料費
③小学校，中学校，義務教育学校，保護者（ただし教職
員は除く)

R4.7.1 R5.3.31 25,785,133 25,785,133 - 25,785,000 - 133 -                   
食材費高騰分の賄材料費（ただし教職員分は除
く）
25,785,133円

食材費高騰分の保護者負担転嫁額：0円
　小学校19校（1,347,510食）
　中学校10校（642,805食）
　義務教育学校1校（70,213食）

物価が高騰し，家計への負担が増大してい
るなかで，保護者負担を増やすことなく，学
校給食摂取基準に基づく食材量，栄養価を
確保した学校給食を提供した。

20 9 補
学校保健特
別対策事業
費補助金

保健体育課

①新型コロナウイルス感染症対策等を徹底しながら教育
活動を継続するため，各学校における感染症対策に必要
な衛生用品の整備等を行う。
②学校における感染症対策等支援，子供たちの学習保
障支援
③市立小中義務教育学校

R4.4.1 R5.3.31 54,459,662 54,459,662 27,090,000 27,369,662 - - -                   
感染症対策等の徹底及び児童生徒の学習保障
をするために必要な消耗品費及び備品購入費
27,369,662円

対象小学校（19校）及び義務教育学校（1
校）児童数10,303人
対象中学校（10校）及び義務教育学校（1
校）生徒数5,048人

各学校が感染症対策等を徹底しながら，児
童生徒の学習保障をするための取組を実
施するに当たり必要な消耗品及び備品を購
入したことで，感染症リスクを最小限にし，
児童生徒の学びの保障をすることができ
た。

21 3 単

ガキ大将の森
キャンプ場トイ
レ衛生環境整
備事業

生涯学習振興課

①不特定多数の市民・団体等が利用する青少年施設の
和式トイレを洋式化に改修するとともに手洗い場を自動
水栓にすることで，新型コロナウイルス感染症の感染リス
クを低減させる。
②感染症予防対策に要する費用
③ガキ大将の森キャンプ場

R4.7.1 R4.7.29 499,400 499,400 - 499,400 - - -                   

スワレット（和風改造用便器）：32,320円×4台
普通便座：7,720×4台
踏台：4,000円×4台
自動水栓：33,600円×4台
紙巻器：3,240円×4個
便器及び便座取付工賃：6,000円×4箇所
水栓交換工賃：8,000円×4箇所
紙巻器取付工賃：4,000円×4箇所
諸経費：58,480円×1式
合計454,000円×1.1=499,400円

キャンプ場内のトイレは男女それぞれ和式
トイレが3台ずつであったが，この事業によ
り，和式トイレを2台ずつ洋式トイレに変換し
た。
また，男女それぞれのトイレの手洗い場を
すべて自動水栓に交換した。

新型コロナウイルス感染症の感染リスクを
低減させた。
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22 4 単
公民館空調
設備等更新
事業

八千代台東南公民館

①不特定多数の市民・団体等が利用する公民館の空調
を換気機能の有する設備等に更新することで，新型コロ
ナウイルス感染症の感染リスクを低減させる。
②感染症予防対策に要する経費
③勝田台公民館・睦公民館

R4.7.1 R4.12.25 36,942,400 36,942,400 - 36,942,400 - - -                   

空調設備等更新費
・勝田台公民館空調機等改修工事　17,895,900
円
・睦公民館空調機等改修工事　19,046,500円

公民館2館でのクラスター発生件数：0件
機械換気設備とそれに見合う能力を持った
空調設備を導入し，安全で快適な環境を提
供した。

23 5 単
文化施設トイ
レ衛生環境整
備事業

文化・スポーツ課

①文化施設の和式トイレを洋式に改修するとともに手洗
い場を自動水栓にすることで，新型コロナウイルス感染
症の感染リスクを低減させる。
②感染症予防対策に要する経費
③八千代台文化センター，勝田台文化センター

R4.7.1 R5.3.1 8,262,964 8,262,964 - 8,262,964 - - -                   トイレ洋式化及び自動水栓化工事費　8,262,964
円

クラスター発生件数　0件
事業の実施により，施設利用者の新型コロ
ナウイルス感染症感染リスクの低減に効果
がみられた。

24 6 単
体育施設トイ
レ衛生環境整
備事業

文化・スポーツ課

①体育施設の和式トイレを洋式に改修するとともに手洗
い場を自動水栓にすることで，新型コロナウイルス感染
症の感染リスクを低減させる。
②感染症予防対策に要する経費
③総合運動公園市民体育館，総合運動公園野球場，総
合運動公園庭球場，萱田地区公園野球場，八千代台近
隣公園小体育館

R4.7.1 R5.3.1 15,954,117 15,954,117 - 15,954,117 - - -                   トイレ洋式化及び自動水栓化工事費　15,954,117
円

クラスター発生件数　0件
事業の実施により，施設利用者の新型コロ
ナウイルス感染症感染リスクの低減に効果
がみられた。

25 7 単
体育施設トイ
レ簡易洋式化
整備事業

文化・スポーツ課

①体育施設における新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止を図るため，和式トイレを蓋付簡易洋式トイレに
改修することで，流水時の飛沫を低減させる。
②感染症予防対策に要する経費
③総合運動公園庭球場，八千代台近隣公園小体育館

R4.7.1 R4.12.26 389,400 389,400 - 389,400 - - -                   トイレ洋式化工事費　　389,400円 .クラスター発生件数　0件
事業の実施により，施設利用者の新型コロ
ナウイルス感染症感染リスクの低減に効果
がみられた。

26 8 単
郷土博物館ト
イレ衛生環境
整備事業

郷土博物館

①郷土博物館の和式トイレを洋式に改修するとともに手
洗い場を自動水栓にすることで，新型コロナウイルス感
染症の感染リスクを低減させる。
②感染症予防対策に要する経費
③郷土博物館

R4.9.26 R5.3.10 1,403,019 1,403,019 - 1,403,019 - - -                   トイレ洋式化及び自動水栓化工事費　1,403,019
円

クラスター発生件数　0件
事業の実施により，施設利用者の新型コロ
ナウイルス感染症感染リスクの低減に効果
がみられた。

1,479,370,828 1,479,370,828 177,583,000 1,198,053,194 - 103,734,634 - 合  計
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